
柏崎刈羽(KK)原発
新潟県の原発広報リーフレット（冊子）

の問題点
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2026年4月7日
中山均

（新潟市議／柏崎刈羽原発再稼働の是非を考える新潟県民ネットワーク事務局）



• 12月県議会において、再稼働を前提とした

安全対策広報費用などを内容とする補正

予算提案（3100万円、財源は再稼働に伴う

国の交付金）が可決。

• これを以って知事判断への「県民の信任が

得られた」とする姑息な手段が強行。

• この広報費用を基に、安全対策解説リーフレット（冊子）が作成・

発行され、さらにYouTube150万回、Tver30万回の有料広告を行

なう。

• まず、リーフレットの問題点を見てみる。
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背景：知事「地元了解」と補正予算（12月県議会）
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https://www.pref.niigata.lg.jp/site/bosai
/anzen-bosai-leaflet.html

3月13日に公表、3月29日に全県に新

聞折り込み。

さらに、市町村の協力を得て、町内会

等を通じて全戸配布する予定。
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以下、具体的に問題点を見ていきたい
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• そもそも東電による「地震や津波」の過小評価の結果、対策が不十分だったこ

とに言及がない。

• 深刻な「メルトダウン」が発生していたことにも言及なし。

• このメルトダウンこそが、サイト内外の高濃度汚染や作業員の被ばく、避難指

示や帰還困難区域の設定をもたらし、今もなお続くデブリ取り出しや廃炉の困

難性、汚染水の大量発生へとつながっている。

• 県の技術委の追及によってメルトダウンは明らかになったが、県自身の取り組

みも無視した形。



9

• 避難指示は当初から徐々に拡大され、40km圏の飯館村も全村避難指示となった。

この記述は明らかな誤りで、被害・汚染を矮小化するもの。

• 私たちの指摘に対し、県の担当職員も知事も「事故発生当時のことを説明したも

ので誤りではない」などと述べているが、そのような前提を理解できる明示的な説

明は一切ない。

• 「発生当時」なら、発災した3月11日、避難指示はわずか3km。県の言い分を適用

するなら「避難指示は3kmでした」と言っても「誤りではない」ことになる。

• 「周辺に住んでいる人たちはどうしたの」と言うなら、区域外避難者や今もなお避

難生活を続けざるを得ない人々の存在も無視すべきではない。県自身の「3つの

検証」の生活分科会報告書でも避難者の「分断」「孤独」「深刻な生活」などを明

確に示しているが、そうした認識も欠如。
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• 「困難」となったのは、「避難指示の範囲が拡大」したからというのは本末転倒

で、事故により原発の状況が深刻化したからにほかならない。

• たとえば、多くの犠牲（39名）を出した「双葉病院」は原発から3.5km。同病院の

犠牲は、「避難指示の範囲の拡大」によるものではなく、深刻な事故とその混

乱の中で、そもそも救出が遅れたこと、避難に伴う人手の確保や十分なケアが

できなかったことなどによるもの。

• 入院患者さんの状況によっては避難行動自体にもリスクが生じることは否定で

きない。一方、事故を起こした原発の周囲ではインフラの維持やスタッフの確

保も問題となる。避難の是非やその判断が重大な問題となるのが原発事故の

深刻な特質。その点の問題意識が欠如。
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• テロなど重大事故対策としての「特重施設」の完成期限は、当初は「新規制基準

策定（2013）から5年」とされていたのが、事業者からの要請に抗しきれず、「設

計・工事計画認可から5年」に緩和された。

• 柏崎刈羽原発6号機は、この緩和により特重施設の無いまま稼働されている。し

かしそれでも、規則上は2029年が期限であり、その時点で完成していなければ

（東電の見通しでも2031年9月）、6号機は停止する見込みだった。

• ところが去る4月1日、規制はさらに緩和され、「営業運転開始から5年」に変更さ

れることになった。6号機の特重施設完成期限はさらに2031年4月まで延期され

ることになる。

• （県リーフ作成が今回の大幅緩和決定より前だということを差し引いたとしても）

今後長期間にわたって設置される見込みのない設備を「対策が進められてい

る」などと言うのは不誠実で、誤った認識を広げるもの。



12

• UPZ（原発から概ね30km圏）40万人を収容する陽圧施設の整備は現実的には不

可能。

• 「放射性物質を除去するフィルタ」とあるが、フィルタには「放射性物質を低減す

る」機能しかなく、希ガスはフィルタをすり抜けるます。他の原発関連公式記資料

でも「（完全）除去」という表現は用いられていない。

• 現在、一般住民の避難施設で陽圧化が整備されているのは柏

崎市の高浜コミュニティセンターなどごく少数に限られている。

• 同施設も老朽化した建物を無理やり整備したもので、たとえば

陽圧エリアに入るための「前室」にはストレッチャーを入れる長

さを確保できないなど、構造上の欠陥もある。

元ページに戻る

元ページに戻る



13

• 「屋内退避」で仮に被ばく線量が「半分程度」となるとしても、そもそもどれだけ

の汚染や被ばくになるのかによって「半分程度」のリスクも変わる。

• 新潟県が行ったシミュレーションは、新規制基準に基づく対策が機能するという

希望的観測を前提としているため、放射性物質の放出量は福島原発事故の

10000分の１の想定となっている。

• また、一般公衆の年間被ばく線量限度は1mSvであるのに対し、IAEAの事故緊

急時の防護措置基準では1週間で100mSv。つまり、事故時には1週間で一般

公衆1年分の100倍の被ばくまで受忍が強いられることになる。新潟県の被ばく

シミュレーションもこの基準を採用。

• これらの実態こそ「ご存知ですか？」とサン博士や県民に問いたい。

こっちの
セリフ！
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• 気密性や内部循環式空調が整備されるものの、図の右に「施設により」と書いて

ある通り、陽圧化は全ての施設で施されるものにはならず、放射能対策は不十分

なまま。

• この冊子に書いてある通りとしても、整備は5年間を要する。整備未完成のまま

事故や被ばくのリスクを強いられることになる。



リーフ（冊子）の問題点の特徴
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【明らかに事実と異なる記載】

• 「避難指示の範囲は最大で20km圏に拡大」

• 「放射線防護対策施設」が「放射性物質を除去する」

• 「避難指示の範囲の拡大」による「困難」

【記載が不十分で誤った認識を拡大】

• 重大なメルトダウンに言及無し。

• 各種「対策を進めている」とあるが、特重施設や避難道路、避難所整備な

どは完成まで長期間を要すること等に十分触れられていない。

【県自身の検証を無視】

• 上記メルトダウンは技術委の追及によって明確になったもの。

• 「3つの検証」の生活分科会報告書では避難者の「分断」「孤立化」「深刻

な生活」等を明記しているが、その認識や視点も欠如。



私たちの取り組み
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• 新潟県の宣伝については申し入れ・会見を行ない、新聞等でも

報道。

• HP等でも「新潟県リーフ（冊子）おかしくない？」（仮）サイトを設

ける予定。

• 県の宣伝に直接対抗するものではないが、「県民ネットワーク」

の独自リーフレットを制作し、東日本大震災に伴う福島原発事

故から15周年にあたる3月11日から配布。

• 上越市では市民団体が市長へ配布中止の要望書を提出、新

潟市は議会有志議員・会派が配布中止の申し入れ予定。
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• 直接的な「原発反

対」や「反論」では

なく、あきらめず「あ

の経験を、次の選

択へ。」と考えても

らうきっかけにして

もらう、特に若手の

方々へというねらい

で制作。



18

KK原発の今この瞬間だけでなく、災害に伴う損傷や東電の不祥事など、この間の
経緯や、それらに県民たちがどう反応し、どんなことに取り組んできたか、さまざま
な課題や意義などをあらためて振り返り、文字通り「考える」ための材料としたい。
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• 「今後の私たちの選

択で未来は変わる」

ことを打ち出す。

• 知事の権限につい

ての考察も、過去の

経緯含め関連サイト

で解説。

• Q&Aなどはリンクで

ネット上で詳細説明。

随時アップデート。

• これを全県に配布す

るためクラウドファン

ディング実行中！
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